
横 浜 市 行 政 不 服 審 査 会 

第 ３ 回 会 議 次 第 
 

平成 28年６月 15日（水）午後１時 30分 

横 浜 市 庁 舎 ３ 階 Ａ 会 議 室 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 事 

 

 (1) 標準審理期間の策定について（諮問） 

 

 

 (2) 横浜市行政不服審査会運営要領等の策定について 

 

  

 (3) その他 

 

 

３ 閉 会 



⑧
 総法第 I4 I号

平成28年6月15日

横浜市行政不服審査会

会長田中 治様

横浜市長林

行政不服審査法（平成26年法律第68号）第16条における

標準審理期間の策定について（諮問）

平成28年4月1日に施行された行政不服審査法第16条では、審査請ボの審

理の遅延を防ぎ、審査請求人の権利利益の迅速な救済を図る観点から、審査

庁が審理期間の目安となるものとして、標準審理！期間を定めるよう努めると

ともに、とれを定めたときは、公にしておくことが定められました。

本市においても、標準審理期間を策定し、公にすることは、上記のような

標準審理期間の趣旨からしても、重要な事項であると考えています。

そこで、横浜市行政不服審査条例（平成27年12月横浜市条例第71号）第4

条第2項の規定に基づき、行政不服審査法第16条における標準審理期間の策

定について諮問します。
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行政不服審査法（平成26年法律第68号）第16条における標準審理期間の策定について（案） 

 

 行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第 16 条の標準審理期間（審査請求がその事務

所に到達してから当該審査請求に対する裁決をするまでに通常要すべき標準的な期間）は、

６か月とします。（※） 

なお、標準審理期間は、審理期間の目安であることから、審査請求人から横浜市行政不服

審査会への諮問を希望しない旨の申出がなされている場合、口頭意見陳述の申立てがあった

場合等、審査請求の内容によって審理期間は変動することがあります。 

また、標準審理期間は、総務局総務部法制課に備え付けるとともに、横浜市ホームページ

に掲載します。 

 

※ 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成 12 年２月横浜市条例第１号）及び横

浜市個人情報の保護に関する条例（平成 17 年２月横浜市条例第６号）に基づく処分につ

いての審査請求は除く。 



H25 H26 H27
３年分
合計

３か月以内 ３～６か月 ６～９か月 ９か月～１年
１年～１年３か

月
１年３か月～１

年６か月
１年６か月～２

年
２年超

一般の退職手当等の全部支給をしないこととする処分 職員の退職手当に関する条例 処分 市長 0 0 1 1 1 1

4 6 10 3 11 1 2 3 20

（0） （2） （3）

13 7 13 9 14 9 1 33

（9） （５） （８）

減免不許可処分 地方税法 処分 市長 4 0 2 6 4 1 1 6

1 0 1

（0） （0） （0）

5 6 16 2 9 8 6 0 0 1 1 27

（２） （４） （１）

0 0 1

（0） （0） （0）

0 0 2

（0） （0） （0）

103 47 51 17 5 51 51 50 10 16 1 201

（８） （6） （2）

0 1 1 2 2

（0） （1） （0）

4 2 0 3 2 1 6

（3） （２） （0）

保育所入所不承諾（保留）処分
横浜市保育所保育実施事務取扱要領（横浜市
保育所保育実施条例）

処分 市長 1 0 4 5 1 3 1 5

2 9 3 1 3 1 4 2 2 1 14

（0） （0） （1）

身体障害者手帳交付申請に基づく交付/却下処分 身体障害者福祉法 処分 市長 1 3 5 9 5 4 9

精神障害者保健福祉手帳の申請に係る不承認決定処
分

精神保健福祉法 処分 市長 2 1 2 5 4 1 5

精神障害者保健福祉手帳の申請に係る交付決定処分 精神保健福祉法 処分 市長 4 3 5 12 9 3 12

補装具費支給に関する却下処分
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律

処分 市長 0 1 1 2 2 2

事業者指定処分 介護保険法 処分 市長 1 0 0 1 1 1

1 0 0 1 1

（１） （0） （0）

5 0 2 2 4 1 7

（２） （0） （１）

建築許可処分 都市計画法 処分 附属機関※ 1 0 0 1 1 1

4 0 0 4 4

（２） （0） （０）

3 1 2 3 1 2 6

（3） （0） （2）

1 0 2 2 1 3

（1） （0） （2）

道路占用許可処分 道路法 処分 市長 1 0 0 1 1 1

市道路線廃止の処分 道路法 処分 市長 0 0 1 1 1 1

1 2 0 1 1 1 3

（1） （1） （0）

162 89 125 376 75 67 74 64 58 13 20 5 376

44 46 14 5 8 3 2 2 124

14 16 9 8 0 0 2 2 51

17 5 51 51 50 10 16 1 201

19.9% 17.8% 19.7% 17.0% 15.4% 3.5% 5.3% 1.3% 100.0%

35.5% 37.1% 11.3% 4.0% 6.5% 2.4% 1.6% 1.6% 100.0% ６か月以内は約73％

27.5% 31.4% 17.6% 15.7% 0.0% 0.0% 3.9% 3.9% 100.0%

8.5% 2.5% 25.4% 25.4% 24.9% 5.0% 8.0% 0.5% 100.0%

計

賦課決定処分 地方税法 処分 市長 20

不服申立てに対する裁決件数、審理期間実績（平成25～27年度）

処分内容 根拠法令 事由 申立て・請求先

裁決件数
（下段（　）内、却下件数）

裁決までの期間

督促処分、差押処分等 地方税法、国税徴収法 処分 市長 33

延滞金加算処分 地方税法 その他 市長 2

処分 市長 1

2

固定資産課税台帳に登録された価格に関する処分 地方税法 処分
固定資産評価審査委員
会※

27

1 1

2

1

徴収猶予不許可処分 地方税法 処分 市長 2 1 1

1減免許可処分 地方税法

行政文書の開示決定等
横浜市の保有する情報の公開に関する条例及
び横浜市個人情報の保護に関する条例

処分 市長 201

区戸籍課における住民票不交付処分、不作成処分、住
民異動届処分

住民基本台帳法 処分 市長 2

児童福祉法に基づく一時保護決定、一時保護解除決
定、措置決定

児童福祉法 その他 市長 6

支給した生活保護費に対する費用徴収決定処分 生活保護法 処分 市長 14

下水道使用料に関する滞納処分
（督促、差押）

地方自治法 処分 市長 1

建築確認処分 建築基準法 処分 附属機関※ 7

風致地区内行為許可処分 横浜市風致地区条例 処分 附属機関※ 4

開発許可処分 都市計画法 処分 附属機関※ 6

懲戒処分 地方公務員法 処分 人事委員会※ 3

建築審査会の審査権限の対象外の事項について審査
請求をするもの

処分 附属機関※ 3

  ①市長が審査庁となるもの（情報公開を除く。）

　③情報公開関係

市長が審査庁となるもの（情報公開を除く）

情報公開関係

市長以外が審査庁となるもの（情報公開を除く。）

全体の分布

　②市長以外が審査庁となるもの（情報公開を除く。）※

６か月以内は約38％



策定
状況

（策定している自治体：期間　　策定していない自治体：策定見込時期等） 公表方法

札幌市 × 29年度以降

仙台市 × 未定

さいたま市 × 未定

千葉市 ○ ６か月 ホームページ

川崎市 ○ ３か月～１年 ホームページ

横浜市 × ８月頃策定予定

相模原市 ○
おおむね４か月～６か月
（審査請求の内容、口頭意見陳述の開催の有無等により審理期間の変動有り）

ホームページ

静岡市 × 未定

浜松市 ○ おおむね４か月～６か月（別添資料参照）
要綱で定め
例規集に登載

新潟市 × ８月頃策定予定

名古屋市 ○
７か月
（・市税（個人の県民税を含む。）に関する処分、・身体障害者手帳、愛護手
帳及び精神障碍者保健福祉手帳の交付に関する処分）

ホームページ

京都市 × 未定

大阪市 × ７月頃策定予定

堺市 × 未定

神戸市 ○ １年 ホームページ

岡山市 × 未定

広島市 × 策定中

北九州市 × ７月頃策定予定

福岡市 × 未定

熊本市 ― ―

東京都 × 未定

神奈川県 × 未定

他都市の標準審理期間策定状況について（平成28年５月30日時点）
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2016/06/07http://www.city.chiba.jp/somu/somu/seisakuhomu/huhuku/huhuku.html
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2016/06/07http://www.city.chiba.jp/somu/somu/seisakuhomu/huhuku/huhuku.html
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1
28 4 1 (PDF

,250.56KB)

2
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3

4
28 4

1 31 3 31

50

5

38 78

1

1 10

1/2

2016/05/16http://www.city.kawasaki.jp/shisei/category/59-3-0-0-0-0-0-0-0-0.html

※　標準処理期間及び審理員名簿については、ＨＰ上の公表をもって名簿等としています。
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3
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210-0006 1-8-9

044-200-2063

044-200-3748

17housei@city.kawasaki. jp

(c) 2016 City of Kawasaki. All rights reserved. 
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2016/06/07http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei_opinion/033501.html
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浜松市審査請求に係る標準審理期間を定める要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１６条に規定に基づ

き審査請求に対する裁決をするまでに通常要すべき標準的な期間（以下「標準審理期間」

という。）について必要な事項を定める。 

（標準審理期間） 

第２条 市長が審査庁となるべき行政庁である場合の標準審理期間は、別記のとおりとす

る。 

（標準審理期間を公にする方法） 

第３条 前条に規定する標準審理期間は、審査庁の事務を処理する課に備え置くとともに、

浜松市ホームページに掲載する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行後３年を経過した場合においては、この要綱の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて標準審理期間の見直しを行

うものとする。 

 

 



別記（第２条関係） 

 

市長が審査庁となるべき行政庁である場合の標準審理期間 

標準審理期間（注 1） 

審理員を指名する場合 

審査請求の対象 

行政不服審査法第 43

条第 1 項の規定によ

り浜松市行政不服審

査会へ諮問する場合 

浜松市行政不服審査

会へ諮問しない場合 

審理員を指名しない

場合 

浜松市情報公開

条例（平成 13 年

浜松市条例第 32

号）及び浜松市個

人情報保護条例

（平成 16 年浜松

市条例第 28 号）

の規定に基づく

処分及びその不

作為 

― ― 
5月 

（注 4） 

その他の処分及

びその不作為 

6月 

（注 2） 

4月 

（注 3） 
― 

注 

１ 標準審理期間には、審査請求人又は参加人の審理手続の申立ての有無その他審

査庁となるべき行政庁の責めに属さない事情によって審理に要する期間が変動す

る場合における当該変動の期間は含まれない。 

２ この期間には、審査請求人、参加人又は審査庁の調査審議手続の申立ての有無

その他浜松市行政不服審査会の責めに属さない事情によって同審査会の調査審議

に要する期間が変動する場合における当該変動の期間は含まれない。 

３ この期間には、行政不服審査法第４３条第１項第２号に規定する議会等の議を

経て裁決をする場合又は同項第３号に規定する審議会等の議を経て裁決をする場

合における当該議を経るまでに要する期間は含まれない。 

４ この期間は、浜松市情報公開・個人情報保護委員会へ諮問する場合の標準審理

期間である。なお、この期間には、審査請求人又は参加人の調査審議手続の申立

ての有無その他同委員会の責めに属さない事情によって同委員会の調査審議に要

する期間が変動する場合における当該変動の期間は含まれない。 

 



名古屋市長が定めた標準審理期間の一覧 

所管局 不服申立ての類型 標準審理期間

財政局 
市税（個人の県民税を含む。）に関する処分に

ついての審査請求 
 7 箇月 

健康福祉局 

身体障害者手帳、愛護手帳及び精神障害者保健

福祉手帳の交付に関する処分についての審査

請求 

 7 箇月 



�

���

�������������	
������
�������������	������������������������������������������������������������



���

�������������	
������
�������������	������������������������������������������������������������

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示

housei
ハイライト表示



★ 審査請求書受付から裁決までの審理スケジュール 

 

 

 

 

 

 

2-1 

3-1 

3-5 

3-4 

3-3 

3-2 

3-6 

3-7 

3-8 

3-10 

3-9 

3-11 

3-14 

3-13 

3-12 

4-1 

4-2

 

5-1 

１か月 

２か月 

２か月 

１か月 

（1-1～1-3） 

（2-1～3-14） 

（4-1～4-2） 

 

（5-1～5-3） 

 



 

従前の不服審査の流れ 
  

異議申立て（市長が処分者の場合）         
 

                          
 
                          
 
              ①処分 
                   ②異議申立て 
                      ③決定 
 
 
 
 

 
平成 28 年度以降の不服審査の流れ 

 

     審査請求（市長が処分者の場合） 
 
 
                              
 

④弁明書     ①処分  
 
               

            ⑤反論書 
 

    

  
③審理員指名 ②審査請求 

                       ⑨裁決 ⑦諮問 

⑥審理員意見書                      ⑧答申         

 

 

 

 

 

審 査 請 求 人 

市 長 

（審査庁） 

審 理 員 

市 長 

（処分庁） 

（審査庁） 

異 議 申 立 人 

市 長 

（処分庁） 

行政不服審査会 

【現行の審理スキームを維持するもの】 

審査庁が行政委員会や附属機関である場合

等は、公正かつ慎重に判断されることが制度

上担保されているとして、審理員の指名（及

び行政不服審査会への諮問）は不要とされて

います。 

⇒行政委員会や附属機関が審査庁となる場合

（教育委員会、建築審査会等への審査請

求） 

⇒条例に基づく処分で条例に特別の定めがあ

る場合（情報公開条例に基づく開示決定

等）（条例を改正） 

行政不服審査法の施行日（平成
28 年４月１日）以後にされた処
分等について適用 

参考図 



（案） 

1 
 

横浜市行政不服審査会運営要領 

 

制定 平成 年 月 日 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、横浜市行政不服審査条例（平成 27 年横浜市条例第 71 号）第 16

条の規定に基づき、横浜市行政不服審査会（以下「審査会」という。）の運営に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

 （調査審議の手続の併合又は分離） 

第２条 審査会は、必要があると認める場合には、数個の事件に係る調査審議の手続を

併合し、又は併合された数個の事件に係る調査審議の手続を分離することができる。 

２ 審査会は、前項の規定により、事件に係る調査審議の手続を併合し、又は分離した

ときは、審査関係人（行政不服審査法（平成 26年法律第 68号。以下「法」という。）

第 74 条に規定する審査関係人をいう。次条第２項及び第４条において同じ。）にその

旨を通知しなければならない。 

 

 （意見陳述の申立て等） 

第３条 法第 81条第３項の規定により準用する法第 75条第１項本文の意見陳述の申立

ては、意見陳述申立書（第１号様式）により行うものとする。 

２ 審査会は、前項の申立てがあったときは、その実施の要否を決定し、実施する場合

は意見陳述実施通知書（第２号様式）により、実施しない場合は意見陳述不実施通知

書（第３号様式）により審査関係人（当該意見陳述実施通知書又は当該意見陳述不実

施通知書に係る前項の意見陳述申立書を提出したものに限る。）に対し通知するもの

とする。 

３ 第１項の場合において、法第 81条第３項の規定により準用する法第 75条第２項の

規定による補佐人とともに出頭することを希望する場合は、補佐人帯同許可申請書

（第４号様式）を提出しなければならない。 

４ 審査会は、前項の許可申請があったときは、その許可の要否を決定し、許可する場

合は補佐人帯同許可通知書（第５号様式）により、許可しない場合は補佐人帯同不許

可通知書（第６号様式）により審査請求人又は参加人に通知するものとする。 

５ 会長は、意見陳述が事件に関係のない事項にわたる場合その他相当でない場合には、

これを制限することができる。 

 

（主張書面等の提出通知） 

資料２-１ 



（案） 

2 
 

第４条 審査会は、法第 81条第３項の規定により準用する法第 76条の規定により審査

関係人から主張書面等（法第 76条に規定する主張書面等をいう。次条において同じ。）

が提出された場合には、審査関係人（当該主張書面等を提出したものを除く。）にそ

の旨を通知するよう努めるものとする。 

 

（主張書面等の閲覧等） 

第５条 法第 81条第３項の規定により準用する法第 78条第１項の規定に基づく提出さ

れた主張書面等の閲覧若しくは写しの交付又は電磁的記録に記録された事項を記載

した書面の交付（以下「主張書面等の閲覧等」という。）を求めようとするもの又は

法第 81条第３項の規定により準用する法第 78条第５項の規定に基づく手数料の減額

若しくは免除を受けようとするものは、主張書面等閲覧・交付請求書（第７号様式）

を提出しなければならない。 

２ 審査会は、前項の請求書が提出されたときは、その実施の要否を決定し、実施する

場合は主張書面等の閲覧等決定通知書（第８号様式）により、実施しない場合は主張

書面等の閲覧等不決定通知書（第９号様式）により当該請求書を提出したものに対し

通知するものとする。 

３ 法第 81条第３項の規定により準用する法第 78条第１項に規定する審査会が定める

電磁的記録に記録された事項を表示する方法は、当該電磁的記録に記録された事項の

用紙又はディスプレイ（総務局が現に使用している専用機器に限る。）への出力とす

る。ただし、総務局が保有するプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の

結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。）により行うことができ

るものに限る。 

４ 主張書面等に非開示情報（横浜市個人情報の保護に関する条例（平成 17年２月横

浜市条例第６号）第 22条に規定する非開示情報をいう。以下この項において同じ。）

が含まれるときは、当該非開示情報を除き、主張書面等の閲覧等を実施することがで

きる。 

５ 会長又は事務局の職員は、主張書面等の閲覧をする者が当該閲覧に係る主張書面等

を汚損し、若しくは破損し、又はその内容を損傷するおそれがあると認めるときは、

当該主張書面等の閲覧を中止させることができる。 

 

 （専決事項） 

第６条 第４条の通知及び前条第２項の決定に関することは、会長の専決事項とする。 

 

（会議録） 

第７条 審査会の会議の会議録は、開催日時、会議に付した事案の件名、議事の概要等

を記載するものとする。 



（案） 
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２ 前項の会議録は、会議に出席した委員の承認を得て確定する。 

 

 （答申内容の公表） 

第８条 法第 81条第３項の規定により準用する法第 79条の規定による答申の内容の公

表は、審査会の事務局が運用するウェブサイトに答申書を掲載する等の方法によって

行う。 

 

（会長印及び職務代理者印） 

第９条 横浜市行政不服審査会会長印及び横浜市行政不服審査会職務代理者印（以下

「会長印等」という。）の寸法は方 27mmとし、書体はれい書とする。 

 

（会長印等の管理者） 

第 10 条 会長印等は、慎重に取り扱い、盗難、不正使用等のないよう管理を厳重にす

るとともに、常に鮮明に押印できるようにしておかなければならない。 

２ 会長印等の取扱い、保管その他会長印等に関する事務の責任者は、総務局総務部法

制課担当課長とする。 

 

 （審査会の文書） 

第 11 条 審査会の文書の作成、取得、分類、記録、整理、保存及び廃棄並びに管理組 

織に関する基本的事項は、横浜市行政文書管理規則（平成 12年３月規則第 25号）及

び横浜市行政文書取扱規程（平成 17年３月達第１号）の規定の例による。 

 

附 則 

 この要領は、平成 28年６月 15日から施行する。 

 

  



（案） 
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第３条第１項（第１号様式） 

年  月  日 

意見陳述申立書 

 

横浜市行政不服審査会会長  

氏  名          ㊞ 

住  所 

 

電話番号 

                   

 

 行政不服審査法（平成26年法律第68号）第81条第３項において準用する同法第75条第

１項の規定に基づき、次のとおり意見陳述を申し立てます。 

 

 

１ 諮問に係る審査請求 

(1) 審査請求の年月日    

 

 

(2) 審査請求に係る処分又は不作為                        

 

 

 

２ 意見陳述を希望する日時 

 

 

 

３ 意見陳述に際しての配慮事項 

 

 

（注意） 補佐人の帯同を希望する場合は、補佐人帯同許可申請書（第４号様式）を併 

せて提出してください。 

（Ａ４） 



（案） 
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第３条第２項（第２号様式） 

年  月  日 

意見陳述実施通知書 

 

      様 

横浜市行政不服審査会会長 印  

 

年 月 日に、    様から申立てのあった意見陳述について、次のとおり実

施することを決定したので通知します。 

なお、    様が、この口頭による意見陳述に出席しない場合は、当審査会での調

査審議を終結させることがありますので御承知おきください。 

 

 

１ 日時及び場所 

 (1) 日時 

    

(2) 場所 

 

 

２ 意見陳述者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４）  



（案） 
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第３条第２項（第３号様式） 

年  月  日 

意見陳述不実施通知書 

 

      様 

横浜市行政不服審査会会長 印  

 

年 月 日に、    様から申立てのあった意見陳述については、次の理由に

より実施しないことを決定したので通知します。 

 

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４） 



（案） 
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第３条第３項（第４号様式） 

年  月  日 

補佐人帯同許可申請書 

 

横浜市行政不服審査会会長  

氏  名         ㊞  

住  所            

 

電話番号             

                      

 行政不服審査法（平成26年法律第68号）第75条第２項の規定に基づき、次のとおり補

佐人帯同許可を申請します。 

 

１ 諮問に係る審査請求 

(1) 審査請求の年月日    

 

 

(2) 審査請求に係る処分又は不作為   

 

 

 

２ 補佐人の氏名 

 

 

 

３ 補佐人帯同を必要とする理由 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４） 



（案） 
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第３条第４項（第５号様式） 

年  月  日 

補佐人帯同許可通知書 

 

       様 

横浜市行政不服審査会会長 印  

 

   年 月 日に、     様から申請のあった補佐人帯同許可申請について、次

のとおり許可することを決定したので通知します。 

 

補佐人の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４） 



（案） 
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第３条第４項（第６号様式） 

年  月  日 

補佐人帯同不許可通知書 

 

      様 

横浜市行政不服審査会会長 印  

 

   年 月 日に、    様から申請のあった補佐人帯同許可申請については、次

の理由により許可しないことを決定したので通知します。 

 

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４）  



（案） 

10 
 

第５条第１項（第７号様式） 

 年  月  日 

主張書面等閲覧・交付請求書 

 

横浜市市行政不服審査会会長 

氏  名         ㊞  

住  所            

 

                電話番号            

 

下記１の諮問に係る審査請求に関して貴審査会に提出された下記２の主張書面等に

ついて、行政不服審査法（平成26年法律第68号）第81条第３項において準用する同法

第78条第１項の規定により、閲覧・交付を求めます。 

 

１ 諮問に係る審査請求 

(1) 審査請求の年月日    

 

(2) 審査請求に係る処分又は不作為   

 

 

２ 閲覧・交付を求める主張書面等 

 

 

３ 閲覧・交付の別 

  □ 閲覧   □ 交付（□ 郵送を希望） 

 

４ 交付の方法（交付を求める場合のみ□の中に✓印を付けてください。） 

  用紙の（□ 片面・□ 両面）に（□ 白黒・□ カラー）で複写又は出力した

ものの交付 

 

５ その他 

 

（注意） １ 該当する□の中に✓印を付けてください。 

     ２ 交付を求める場合に手数料の減免を求めるときは、「５ その他」の欄

にその旨及びその理由を記載し、その理由を確認できる書類を添付してく

ださい。 

（Ａ４） 



（案） 

11 
 

第５条第２項（第８号様式） 

 年  月  日 

主張書面等の閲覧等決定通知書 

 

       様 

横浜市行政不服審査会会長 印  

 

 

年 月 日に、     様から請求のあった主張書面等閲覧・交付請求につい

て、次のとおり実施することを決定したので通知します。 

 

１ 対象主張書面等 

 

 

 

２ 閲覧又は交付（郵送を除く。）の日時及び場所 

 (1) 日時 

 

 (2) 場所 

 

 

３ 交付の方法等 

  用紙の（□ 片面・□ 両面）に（□ 白黒・□ カラー）で複写又は出力したも

のの交付 

 

用紙の種別：     

枚   数：   

 

□ 郵送 

□ 手数料の減免額（    円） 

 

 

（注意） 別に交付する納付書により、あらかじめ交付に係る手数料を納付してくださ

い。 

（Ａ４） 



（案） 
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第５条第２項（第９号様式） 

年  月  日 

主張書面等の閲覧等不決定通知書 

 

      様 

横浜市行政不服審査会会長 印  

 

年 月 日に、     様から請求のあった主張書面等閲覧・交付請求につい

ては、次の理由により実施しないことを決定したので通知します。 

 

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４） 



（案） 
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横浜市行政不服審査会傍聴要領 

 

  制定 平成 年 月 日 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、横浜市行政不服審査会の会議の傍聴に係る手続、遵守事項その他

の必要な事項について定めることを目的とする。 

 

（傍聴の手続） 

第２条 会議の傍聴を希望する者は、傍聴申込書（第１号様式）に必要事項を記入し、

傍聴券（第２号様式）の交付を受けなければならない。 

２ 傍聴人の定員は５人とし、前項の傍聴券は、会議当日原則として先着順に会場受付

において交付する。ただし、定員を超えた場合は抽選とする。 

３ 前項の抽選は、会議の開始前に定員を超えた場合は傍聴を希望する者全員で行い、

会議の開始後に定員を超えた場合は行わないこととする。 

４ 報道機関の傍聴については、別に記者席を設けるものとする。 

 

（会議資料の配付） 

第３条 傍聴人（前条第２項の抽選により傍聴人とならなかった者を含む。）には、会

議資料を配付する。この場合において、配付する会議資料の範囲は、会長が定める。 

 

（傍聴の拒否） 

第４条 次の者は、傍聴席に入場することができない。 

(1) 傍聴人以外の者 

(2) 危険物を持っている者、酒気を帯びている者その他会長が会議の運営上支障が

あると認める者 

 

（傍聴人が守るべき事項） 

第５条 傍聴人は、静粛を旨とし、次に掲げる事項を守らなければならない。 

 (1) 会議における言論に対して発言をし、拍手をし、又はけん騒な行為を行わない

こと。 

 (2) 会場において写真等を撮影し、又は会議における発言を録音しないこと。 

   ただし、あらかじめ会長が許可した場合は、この限りでない。 

 (3) その他会議の秩序を乱し、又は審議の妨害になるような行為を行わないこと。 

 

資料２-２ 



（案） 
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（秩序の維持） 

第６条 会長は、会議の円滑な運営を図るため、傍聴人に必要な指示をし、又は事務局

の職員に指示をさせることができる。 

２ 会長は、前項の指示をし、又は事務局の職員に指示をさせたにもかかわらず、傍聴

人が指示に従わないときは、傍聴人を退場させることができる。 

３ 会長は、会議を非公開とする場合において、その指定する者以外の者及び傍聴人を

会場から退場させるものとする。 

 

   附 則 

 この要領は、平成 28年６月 15日から施行する。  



（案） 
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第１号様式（第２条第１項） 

傍 聴 申 込 書 

１ 会議名  第  回横浜市行政不服審査会 

２ 開催日時     年  月  日（ ）     時から 

 

横浜市行政不服審査会傍聴要領第２条第１項の規定に基づき、横浜市行政不服審査会

の会議を傍聴することを希望します。 

なお、傍聴に際しては、会長及び事務局の指示に従い、次の事項を遵守いたします。 

 

申込者氏名 

 

注意事項 

１ 入場の際は、入口の係員の指示に従ってください。 

２ 次の者は、傍聴席に入場することができません。 

(1) 傍聴人以外の者 

(2) 危険物を持っている者、酒気を帯びている者その他会長が会議の運営上支障が

あると認める者 

３ 傍聴人は、静粛を旨とし、次に掲げる事項を守ってください。 

 (1) 会議における言論に対して発言をし、拍手をし、又はけん騒な行為を行わない

こと。 

 (2) 会場において写真等を撮影し、又は会議における発言を録音しないこと。ただ

し、あらかじめ会長が許可した場合にはこの限りでない。 

 (3) その他会議の秩序を乱し、又は審議の妨害になるような行為を行わないこと 

４ 傍聴人が前項の規定に反し、会長及び事務局の指示に従わない場合は、会長は退場

を命じる場合があります。 

 

 

（Ａ４） 

事務局使用欄 
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第２号様式（第２条第１項） 

                                （表） 

 

   第  回―  号     

       

 

  

            傍   聴   券 

 

 

 

 

                   横浜市行政不服審査会会長      印   

（Ａ６） 

（裏） 

               傍 聴 さ れ る 方 へ 

 

１ 入場の際は、入口の係員の指示に従ってください。 

２ 次の者は、傍聴席に入場することができません。 

  (1) 傍聴人以外の者 

  (2) 危険物を持っている者、酒気を帯びている者その他会長が会議の運営上支 

     障があると認める者 

３ 傍聴人は、静粛を旨とし、次に掲げる事項を守ってください。 

 (1) 会議における言論に対して発言をし、拍手をし、又はけん騒な行為を行 

     わないこと。 

 (2) 会場において写真等を撮影し、又は会議における発言を録音しないこ 

     と。ただし、あらかじめ会長が許可した場合にはこの限りでない。 

 (3) その他会議の秩序を乱し、又は審議の妨害になるような行為を行わない  

     こと 

４ 傍聴人が前項の規定に反し、会長及び事務局の指示に従わない場合は、会 

  長は退場を命じる場合があります。 
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